岩美町担い手育成総合支援協議会

平成21年度岩美町担い手育成アクションプログラム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成２１年６月２２日

１　基本方向

岩美町は、町内で８００ｈａ余りの水田を有し、農家は稲作を中心とした水田農業を行っている。農家の高齢化等による離農が著しく危惧される中で、平成１７年度に当協議会を設立し、認定農業者・準認定農業者の支援や集落営農の組織化・法人化を推進してきたところであるが、先の見えない状況の中、推進の進度は遅れているのが現状である。
一方、国においては、平成１９年度から認定農業者や一定の条件を満たした集落営農組織といった農業担い手に対して施策の集中化が図られており、特に米の価格補填策、大豆・麦の交付金が水田経営所得安定対策に集約化され、対象が担い手に限定されたことは、近年まれに見る大きな政策転換である。
このような状況を踏まえ、本協議会は、関係機関が一体となって認定農業者の育成・集落営農組織の育成・法人化の支援等を積極的に進め、担い手の経営安定に向けた支援を行なうこととし、水田経営所得安定対策の加入要件を満たす農業者の確保の取組みについて、関係機関が一体となり推進していくこととする。

２　担い手の現状と課題
[認定農業者]

★本町の認定農業者は、平成２１年３月末現在１８人。５年前の水準に戻ったが、その進度は遅い。
○　農業者から「認定農業者になってもメリットがない」との意見がある。
○　担い手の増加には、新規就農者の育成・確保が必要である。
[集落営農の組織化]

★町内には１０地区において集落営農組織が形成されているが、その大部分が法人化まではしていない共同利用型、作業受託型の任意組織である。
○　集落内での話し合いが十分なされておらず、組織化に対する取組が遅れている地区がある。
[集落営農組織の法人化]

★集落営農組織のうち法人化されているものは１法人（大谷）である。
· 集落全体に法人化についての情報がいきわたっていない事例がある。

· 集落での話し合いで法人化の合意がなかなか得られない。
· 法人化のメリットがよくわからないという声が多い。
○　国の制度・施策が担い手へ重点化されている現状をよく理解してもらうよう、集落での説明をしっかり行う必要がある。
[新規就農者の確保]

国・県の雇用事業を活用して、数名が農業を従事（または予定）しているが、個人営農を開始したものはいない。
○　農業に就きたいという希望はあるが、就農に至っていない。

○　IターンやUターンで町内で農業を行う場合、農地や住居の問題が一番であるが、提供できるだけの数が確保できていない。
３　担い手の育成・確保における取組方針

（１）　担い手の育成・確保目標

	区　　分
	現状
(H20年度末)
	育成目標
(H21年度末)
	育成目標
(H22年度末)

	認定農業者
	18人
	19人
	22人

	
	うち女性
	0人
	0人
	1人

	集落営農組織
	10組織
	10組織
	12組織

	農業生産法人
	2法人
	3法人
	4法人

	特定農業団体
	0団体
	0団体
	0団体

	特定農業団体と
同等の組織
	1団体
	2団体
	2団体

	農地利用集積率
	20.0％
	20.8％
	22.0％


（２）　重点推進対象
担い手の育成・確保に向けた取組み（リストアップ）状況調査を実施し、リストアップした農業者・法人及び組織について重点的に推進する。
（３）　育成・確保における取組方針

[認定農業者の育成]

リストアップした農業者に対して制度のメリットを説明し、認定農業者への誘導を行う。また、新規・既存問わず、経営改善の支援を行う。
[集落営農の組織化・法人化]

重点推進対象となっている組織・地域に対して重点的に粘り強い説明を実施し、法人化・組織化のために必要な資料提供を行い協議を活発化させる。
[新規就農者の確保]

就農希望の情報があった場合には、希望者へ情報提供を行い、担い手の確保に努める。

　

